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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、協働型計画の先駆け的都市であり、かつ衰退した商店街の再生に成功し
たアメリカ・サンフランシスコ市に関する事例研究を通じて、商店街の活性化に対して協働型計画制度が果たす役割を
明らかにすることであった。研究から得られた結論は次の通りである。同市の商店街再生プロセスにおいて、（a）協
働型計画と、（b）小売業における起業家の輩出が最も重要な役割を果たした。協働型計画制度によって、伝統的な住
宅街と商店街は、都市再開発事業による取り壊しを免れた。また、起業家の輩出によって、商店街には個性的な店舗が
集積し、市民と観光客両者にとって人気の高い場所となっている。

研究成果の概要（英文）：San Francisco today is a city full of vibrant neighborhood commercial districts 
(NCDs). However, like many other American cities in the 1950s and 1960s, urban renewal and freeway 
construction implemented in San Francisco resulted in the demolition of several neighborhoods in the 
vicinity of the downtown. The aim of this project is to examine the effect of citizen participatory 
planning on NCD revitalization in San Francisco.
We have three findings. First, citizen participatory planning, people moving back from the suburbs to the 
city, and a constant flow of retail entrepreneurs into San Francisco all played important roles in the 
NCD revitalization of the city. Second, citizens' protests against freeway construction and urban renewal 
projects resulted in the emergence of citizen participatory planning in San Francisco. Finally, the 
institutionalization of citizen participatory planning in San Francisco has been influenced by the broad 
social movements emerged in the US since the 1970s.
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１．研究開始当初の背景 
 サンフランシスコ市では、アメリカの他の
主要都市と同様に、1950年代から市街地に居
住する白人住民の郊外移転が進んだ。都心部
では大規模な都市再開発事業が実施され、高
層オフィスビルやショッピングモールが
次々と建設された。しかし、一時的な衰退を
経験した同市市街地の住宅街と商店街の多
くは、その後再生を遂げて今日に至っている。
こうした再生プロセスにおいて、協働型計画
が重要な役割を果たした。 
 研究代表者は平成 22～23 年度にかけて、
同市の商店街の変化に着目し、「中心市街地
における近隣型商店街の活性化：サンフラン
シスコ市の事例研究」（科研費若手研究（B））
を実施した。若手研究（B）を通じて、同市
商店街の再生プロセスにおいて、不動産所有
者および商人達が様々な活動を行っていた
ことが明らかになった。その一方、次のよう
な認識も生まれた。すなわち、同市の商店街
再生に関連する多様なレベル・分野の政策を
明らかにし、これらの政策の策定において協
働型計画が果たした役割を明らかにする必
要があるとの考えに至ったのである。こうし
た認識に基づき、本研究は開始された。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、商店街の活性化に対して、
協働型計画が果たす役割を理論化すること
にある。本研究では、Healey (1997)に基づき、
協働型計画を「多様な主体が討議を通した意
思決定を行い、計画を策定・実施・管理する
こと」と定義する。商店街の活性化は多くの
都市が抱える今日的な課題であり、その実現
に向けて協働型計画の重要性が叫ばれてい
る。本研究では、協働型計画の先駆け的都市
であり、かつ衰退した商店街の再生に成功し
たアメリカ・サンフランシスコ市に関する事
例研究を通じて、商店街の活性化に関連する
多様なレベル・分野の政策策定方法とその効
果を体系的に分析する。その上で、商店街の
活性化を目的とする協働型計画に関する理
論枠組みの構築を試みる。具体的には以下の
３点を明らかにする。 
第１に、サンフランシスコ市の商店街活性
化について、直接的な活性化政策のみならず、
市全体の商業振興ビジョン、土地利用、コミ
ュニティ開発、住宅、交通といった多様なレ
ベル・分野の関連政策を明らかにする。 
第２に、上述の各政策について、策定プロ
セスと政策の効果を明らかにする。 
最後に、以上の政策の実態を踏まえた上で、

Innes & Booher (2010)などが提示した、協働型
計画の効果及び意味ある討議が行われる規
範についての理論を、商店街の活性化に応用
することができるかどうかを検討し、商店街
活性化に向けた理論枠組みを構築する。 
 
３．研究の方法 
 本研究の目的を達成するためには、協働型

計画の先駆け的都市であり、かつ商店街の活
性化に成功したアメリカのサンフランシス
コ市に関する事例研究を実施し、同市の政策
策定プロセスと効果を体系的に分析・理論化
することが有効である。本研究では、実態調
査と理論構築の２つの研究課題に取り組ん
だ。 
実態調査の主な課題は、サンフランシスコ
市の商店街の活性化について、（a）関連する
諸政策を明らかにした上で、各政策毎に（b）
協働型計画が導入された背景、および（c）策
定組織の構成メンバーの選定方法、（d）合意
形成の方法を明らかにすることである。実態
調査では、サンフランシスコ市現地でインタ
ビュー調査を実施し、また、２次データの収
集と分析を行った。 
理論構築では、そうした政策の実態を踏ま
えて、協働型計画の代表的な研究である
Healey (1997) や Innes & Booher (2010) など
で提示された、協働型計画の効果及び意味あ
る討議が行われる規範についての理論が、商
店街活性化に応用可能かどうかを検討した。
その上で、商店街の活性化を目的とする協働
型計画の理論枠組みの構築を試みた。 
 
４．研究成果 
(1)研究の結果 
本研究を通じて、サンフランシスコの商店
街が再生を遂げた理由、および、商店街の再
生に協働型計画が果たした役割について、以
下の３点の知見を得られた。 
第１に、サンフランシスコ市当局は、商店
街再生の担い手である起業家に対して補助
金をほとんど提供していない。同市が起業家
を引きつける最大の魅力は、同市が異文化や
異なるライフスタイルに寛容である点、また
同市においてまちづくりへの市民参加が盛
んである点にある。 
第２に、サンフランシスコ市において、協
働型計画制度の確立が、衰退した商店街の再
活性化に重要な役割を果たした。 
最後に、市民反対運動こそが、同市におけ
る協働型計画制度の確立のきっかけとなっ
た。1950年代から、同市では、高速道路建設
事業や、伝統的な住区を取り壊す再開発事業
に対する反対運動、さらにマイノリティの市
民権運動が活発化した。同市では、これらの
市民運動によって協働型計画制度が出現し、
その後も発展を続けてきたのである。 
(2)日本のまちづくりに与える示唆 
サンフランシスコ市の経験は、日本の商店
街の再活性化に重要な示唆を与える。日本の
商店街を再生させるためには、人々を都心部
の住宅地に呼び戻すことが不可欠である。ま
た、商人の努力を喚起するためには、競争が
機能する小売市場を維持する必要がある。さ
らに、活性化政策の策定方法は、従来のトッ
プダウンの方法から、商業者、地権者、住民
などを巻き込んだ協働型計画に転換しなけ
ればならない。 



(3)今後の展望 
本研究を通じて、市民運動が活発な都市に
おいて協働型計画制度が出現するメカニズ
ムが明らかになった。その一方で、市民運動
が活発でない都市についても同様の分析を
行う必要があるとの認識に至った。なぜなら
ば、今日、協働型計画制度の重要性が多くの
先進国で認識され、それをうたう法律が各国
で施行されているにもかかわらず、市民が実
際に政策策定に参加するケースは少ないか
らである。この現状を踏まえ、今後、市民運
動が活発でない都市において、協働型計画制
度が出現するメカニズムに関する研究に取
り組む。 
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